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 Ⅲ．経  営  成  績 及 び 財 政 状 態 

 

 

１．経営成績 

 

 (1)当中間期の概況 

    

 ①電気事業の販売電力量 

今年度上半期の国内の電力需要については、景気の回復が横ばいとなっていることや、記

録的な冷夏の影響により冷房需要の減少がみられたことなどから、一般電気事業者10社合計

の販売電力量は前年同期に対して 98.8%となりました。 

このような状況下ではありますが、当社の販売電力量につきましては、水力・火力合計で

前年同期に対して 12.7% 増の２８９億ｋＷｈとなりました。水力は、前年同期の渇水に対し

て豊水（出水率 84%→109%）となったことにより、前年同期に対して 34.4%増加し、６５億

ｋＷｈになりました。 火力は、発電所の稼働率が向上したことにより、前年同期に対して  

7.7%増加し２２４億ｋＷｈになりました。 

 

②収支の概要 

収入面では、当中間期より新規連結した糸魚川発電㈱の売上の増加や、当社単独での販売電

力量の増加があったものの、販売電力料収入は、水力で平成１５年４月からの料金改定による

収入減、火力は定期料金改定等による基本料金の減及び燃料価格の低下などによる収入減があ

ったこと等から、連結の売上高（営業収益）は前年同期に対し 3.4%減の２，７６９億円、中

間経常収益は同 3.4%減の２，７９０億円となりました。当社単独の売上高（営業収益）は 

２,６２９億円、中間経常収益は２,６４８億円となりました。 

一方、支出面では、減価償却費の定率進行減及び修繕費等が減少したことにより、連結の営

業費用は、前年同期に対し 5.4%減の２,００５億円となりました。これに営業外費用を加えた

連結の中間経常費用は、支払利息の増加等により同 1.9%増の２，４８１億円となりました。

当社単独の営業費用は１,９０４億円、中間経常費用は、２,３７３億円となりました。 

以上の結果、連結の中間経常利益は前年同期に対し 31.8%減の３０９億円、中間純利益につ

いては、豊水による渇水準備金の引当等を行なった結果、同 31.2%減の１９３億円となりまし

た。当社単独の中間経常利益は２７５億円、中間純利益は１７６億円となりました。 

 

③配当 

当社は中間配当は実施しておりません。 
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 (2)通期の見通し 

販売電力量は、水力については中間期の豊水の影響を受け、通期では１０６億kWh(対14年度

比19.1%増)になるものと見込んでおります。火力については、中間期に引き続き今後も計画以

上の利用率増加が見込まれること等により、通期では４２９億kWh（対14年度比5.7%減）にな

るものと見込んでおります。 

売上高については、水力の料金改定による収入減、火力の定期料金改定及び燃料価格の低下

等により、連結で５,６００億円程度（対14年度比4.1%減）、当社単独で５,１３０億円程度（対

14年度比6.1%減）になるものと見込んでおります。 

経常利益については、上記料金改定の影響があるものの、償却進行に伴う減価償却費並びに

金利負担等の費用減が見込まれており、連結で約４１０億円程度(対14年度比15.5%増)、当社

単独で３３０億円程度(対14年度比 20.9%増)となる見通しです。 

 

 

２．財政状態 

 

(1)資産、負債、資本の状況 

資産については、固定資産は減価償却の進行による減少があり、連結では前期末から３４７

億円減少して１兆９,７９２億円となりました。これに流動資産を加えた総資産は前期末から

７９７億円減少して ２兆１，１６２億円となりました。当社単独の当中間期末の固定資産は

１兆９,５３３億円、総資産は２兆４７１億円となりました。 

一方、負債については、借入金の返済等により、連結では前期末に比べ９７１億円減少し、

連結の当中間期末の負債総額は、１兆９,２９１億円となり、有利子負債残高についても前期

末から８４６億円減少して１兆８,０９３億円となりました。当社単独の当中間期末の負債総

額は１兆８,７８２億円となりました。 

また、当中間期末の資本合計は、連結では前期末に比べ１８４億円増の１，８６７億円とな

りました。当社単独の当中間期末の資本合計は１,６８９億円となりました。 

 

 

(2)連結キャッシュ・フローの状況 

営業活動によるキャッシュ・フローは、当中間期より新規連結した糸魚川発電㈱の売上の増

加がありましたが、当社の水力及び火力で料金改定による販売電力料収入の減少があったこと

等により、前年同期に比べ８４億円減少の８７４億円の収入となりました。 

投資活動によるキャッシュ・フローは、前年同期は常陸那珂火力の譲渡代金の受入があった

こと等により６４７億円の収入でありましたが、当中間期は平成１５年６月に運転を開始した

奥只見発電所・大鳥発電所増設工事等の支出により２６９億円の支出となりました。 

このフリーキャッシュ・フローを活用し、借入金等の返済を行った結果、財務活動によるキ

ャッシュ・フローは９４３億円の支出となり、子会社新規連結による増加額１億円を加えた現

金及び現金同等物は３３７億円減少しました。 


